━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

      ERINAのメルマガ◆北東アジアウォッチ　No.316　(2017年8月11日発行)

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◇　INDEX　◇
　
□　NEAヘッドライン　□

  ◎　ロシア極東情報
　◎　中国東北情報
　◎　モンゴル情報
　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□
  ◎　東京大学GSDM・ERINA主催セミナー
      「北東アジアにおける経済見通しと経済協力の可能性」を開催します。
  ◎　外務省主催セミナー
     「自由貿易の意義とEPAの役割〜中小企業の海外販路開拓と地域振興のために〜」
                                           　（共催：ERINAほか）を開催します。
　◎　新潟県内高校・中学を対象に「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。
　◎　英文学術誌『The Northeast Asian EconomFic Review』編集委員会では
　　　投稿論文を募集しています。
　◎　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　ウラジオ自由港の電子ビザが8月1日から始まったはずなのに、申請受付は8日か
らという専用サイトでしたが、本当に8日から申請ができるようになりました。実
際にこれで発給されるかどうかは、2、3日後にはっきりするでしょう。他方、9月
の東方経済フォーラムの参加者はビザなしで入国できるとか。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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  ◇  韓国の医療機関がサハリン州のがん撲滅に協力  ◇

  サハリン州政府が韓国の漢陽大学校国際病院と、がん撲滅協力に関する協定書に
署名したことを、同州政府広報室が報じている。
  「今年、州内のがん死亡者数は減少の傾向が見られたものの、この問題は依然と
して一貫して注視を要する問題だ。そのため、韓国の同僚たちのノウハウは我々に
とって、非常に有意義だ」とサハリン州のアントン・ザイツェフ副首相はコメント
した。
  一方、「漢陽大学校病院はサハリンの医師の研修と技術移転を行う構えだ。この
ような協力はサハリンにとって重要な成果をもたらすことだろう」と漢陽大学校メ
ディカルセンターのキム所長は述べた。
  署名された協定書の枠内で、サハリン州の医師たちは韓国での研修中、新しいX
線画像解析方法や腹腔鏡手術のやり方を韓国の同僚から学ぶことになる。既に今日、
韓国人専門家がサハリンのがん専門医向けのセミナーを行った。近日中にサハリン
州保健省と漢陽大学校国際病院は、サハリンとクリルの島民に遠隔診療と人道医療
支援を行う可能性を協議する。（極東開発省HP 7月17日）

  ◇  ヤクーチアの石油天然ガス会社がシンガポール企業と合弁  ◇

  サハ共和国（ヤクーチア）のトゥイマンダ・ネフチ社がシンガポールのAsian 
Oil&Gas社と、同共和国北極圏の大型石油・天然ガス鉱床の開発を行う合弁会社を
設立する。これに関する相互理解覚書が双方によって19日に署名された。
  「トゥイマンダ・ネフチ社は、ヤクーチアの北極圏の西アナバル認定鉱区プロジェ
クトの実施に関する覚書に署名した。この文書の枠内で、合弁企業の設立が予定さ
れている。シンガポール側はこの大型石油・ガスプロジェクトに前向きだ」とアン
トン・サフロノフ・サハ共和国投資振興・企業活動大臣はタス通信に述べた。
  この鉱区のライセンスを有するトゥイマンダ・ネフチ社が目下、プロジェクト実
施のための投資家を探していることが、これまでに報じられてきた。このプロジェ
クトの物流面は、北極海航路の振興に依存する。国際分類手法に従った西アナバル
鉱区の予想埋蔵量は石油2億6660万トン、天然ガス4953億立方メートルとなってい
る。
  シベリア石油ガス科学技術センターの分析によると、西アナバル鉱区の石油・天
然ガスの年間産出量は、石油1200万トン、天然ガス100億立方メートル、ガスコン
デンセート11万4000トンとなりうる。プロジェクトでは、液化天然ガスは、北極圏
のロシアの主要航路である北極海航路を使って欧州及びアジア太平洋諸国に輸送さ
れることになっている。
  このためには、海底パイプラインやLNG工場（年間生産力700万〜750万トン）を
コジェブニコフ小湾、あるいはアナバル湾のターミナル周辺につくらなければなら
ない。当初投資額（探鉱段階）は70億ルーブル、プロジェクトへの投資総額は3640
億ルーブルとなっている。（タス通信7月19日）

  ◇  新潟県はハバロフスクとの航空便の再開を再度要請  ◇

  新潟県の米山隆一知事は、新潟県がハバロフスク地方からの観光客数の拡大に前
向きだということを、ハバロフスク地方のセルゲイ・シチェトニョフ首相代行との
会談で表明した。
  「我々は、新潟への観光客数を増やし、ハバロフスクとの定期空路の復活を望ん
でいる。新潟県にはたくさんの観光スポットがあり、ビーチレジャー等たくさんの
可能性がある。ハバロフスク国際空港の改修工事がそれに貢献するものと期待して
いる。日本の双日（株）がプロジェクトに参加するつもりだと聞いている。これは、
両国関係のもう一つの好例だ」と米山知事は述べた。
  ボストーク・メディア・ハバロフスクによれば、今日現在で、新潟とハバロフス
クの空の直行便を継続しているのはヤクーツク航空（ヤクーチア航空）だけだ。同
時に、（株）ハバロフスク空港の広報部長によれば、ハバロフスク市は日本のその
他の都市などと、50路線で結ばれている。
  新潟との航空便の再開問題は、昨年3月、ハバロフスクのビャチェスラフ・シポ
ルト知事の訪日の際にも取り上げられた。ハバロフスク地方は当時も今も、特に新
しい条件での経済協力の拡充に前向きだ。
  ハバロフスク地方政府広報室の発表によると、両地方の関係者は文化及び医療の
分野で交流拡充、農産物等の輸出入の拡大の可能性について協議した。新潟の代表
団は滞在中、ハバロフスク市指導部と会談し、新潟大学と交流している極東国立総
合医科大学も訪れた。（ボストーク・メディア7月19日）

  ◇  東方経済フォーラム出席者はビザ無しで入国できる  ◇

  メドベージェフ首相は25日、命令書「東方経済フォーラム開催を受けた外国人及
びロシア国籍のない人物のロシア連邦への出入国手順について」に署名した。この
命令書に従い、ロシア連邦国籍のない2017年のフォーラム出席者は9月3日から9日
までビザ手続きなしで国内に滞在することができる。
  東方経済フォーラムはロシア連邦大統領令によって発足。今年は9月6〜7日にウ
ラジオストクで開催され、既に26カ国の代表団がフォーラム出席を明言している。
日本代表団の団長は安倍晋三首相が務める。文在寅大統領を団長する韓国代表団も
フォーラムに出席することになっている。モンゴルのバトトルガ大統領もフォーラ
ムへの関心を表明した。
  従来通り、フォーラムの枠内でロシアとASEAN、ロシアと中国、ロシアと韓国、
ロシアと日本の初日のビジネス対話が行われ、ロシアとインドの対話は初めて行わ
れる。
  東方経済フォーラムのプログラムに初めて、若者向けのアジェンダが盛り込まれ
た。9月5日に「フォーラム教育・青年デー」が開催される。このイベントにはロシ
ア連邦国内の大学生、若手の研究者や経営者、外国代表団メンバーが参加すること
になっている。（極東開発省7月25日）

  ◇  日本のメーカーがウラジオに水産品保存用の冷凍・冷蔵設備を納入する  ◇

  （株）前川製作所（冷凍・冷蔵倉庫冷却設備）がウラジオストクの4万トン相当
の水産品用冷凍・冷蔵倉庫を建設するために設備を納入することを、同社大型プロ
ジェクトセンター長の西川洋氏がモスクワでのデニス・ボチュカリョフ沿海地方副
知事との会談で述べた。9月初めにウラジオストクで開催予定の第3回東方経済フォー
ラムで、提携協定書が発注者と署名されることになっている。
  これまでに、（株）ウラジオストク漁業港（ウラジオストク港内の港湾荷役会社）
が2015年、水産品の貯蔵と積替えのための冷凍・冷蔵倉庫群の漁業港内での建設の
発起人となった。プロジェクトの総額は36億ルーブル。プロジェクトは極東発展基
金の12億ルーブルの提供を要請している。報道によると、ウラジオストク漁業港は
2017年に30万トンの魚を積み替える予定で、これは2016年よりも8.3％少ない。
（インターファクス7月25日）

  ◇  マツダとソラーズの合弁会社がTORに加えられた  ◇

  ロシア政府は、沿海地方で自社の生産活動の拡充を計画している「MAZDA SOLLERS
Manufacturing Rus」を入居者名簿に入れるために、沿海地方の「ナデジディンス
カヤ」先行経済発展区（TOR）の対象地域を拡大するための極東開発省の提言を承
認した。これに関する決定書にメドベージェフ首相が署名した。
  「TORの対象地域拡大によって、MAZDA SOLLERS Manufacturing Rusは優遇税制と
行政上の特恵待遇を利用できるようになる。これにより、同社はマツダの新型車の
製造を開始することができ、製造設備が近代化されることだろう。これは、新しい
技術の習得とロシア国内での新しい専門領域の獲得、約200人の雇用の創出、連邦
への納税額の拡大に貢献するだろう」と、アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣
は明言した。
  暫定値によると、予定されている投資額は20億ルーブルを超える。この投資によっ
て、エンジンの年間製造台数5万台の新プラントの建設が可能となる。また、MAZDA
SOLLERS Manufacturing Rusはマツダ6、マツダCX5のアップグレード・バージョン、
マツダSkyActive-Gのエンジンの製造を習得することにしている。
  これまで、この投資プロジェクトを経済特区制度の枠内で実施することが予定さ
れていた。しかし、TORと経済特区の制度の支援方策を比較分析した結果、投資家
側は最も効率的なものとしてTOR形式を選択した。TOR制度の活用によって、MAZDA
SOLLERS Manufacturing Rusは、自動車産業の主要な付加価値を構成する製品を製
造して新たな技術水準に移行し、輸出志向型戦略を展開することにより、世界の自
動車産業のグローバル・サプライチェーンにおける次のステップに進むことができ
ると見られている。（極東開発省7月28日）

  ◇  ロ極東の入植地の法律の修正に大統領が署名  ◇

  土地の取得手続きを大幅に簡素化し、申請者向けの領域を拡大する「極東の1ヘ
クタール」法の修正パッケージに、プーチン大統領が署名した。関連文書が30日、
法務情報ポータルサイトで公表された。この文書は7月20日に国家院（下院）、25
日に連邦院（上院）を通過した。
  下院は特に、いわゆる「NGゾーン」の縮小によって入植地の提供面積を拡大する
ことを承認した。猟区、森林区画、鉱物資源の上の土地がこれに当たる。土地の75
％余りが入植地としての提供を禁じられ、これらの大部分を猟区が占めているが、
この度、すべての利害関係者と協力してこの問題が処理された。「開放されたエリ
アで入植地を取得する新たなチャンスがロシア極東に新しい住民をさらに呼び込む
ことだろう」と、アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣は述べた。
（インターファクス7月30日）

  ◇  電子ビザの発給が始まった  ◇

  8月1日から、18カ国の国民は、電子ビザでロシア極東に入ることができる。
  「ロシア極東は、先例のない方策が採用されユニークなメカニズムが導入された
地域となった。電子ビザの実施は我が国にとって革新的な手段だ。そして、この手
段の活用がロシア極東から始まる」とアレクサンドル・ガルシカロシア連邦極東開
発大臣は明言した。
  「このビザで自由港制度が敷かれているあらゆる地域に行くことが可能となる。
ウラジオストク港湾の入国チェックポイント及びウラジオストク空港から、電子ビ
ザで入国することができる。2018年1月から、このような検問所の数は4カ所になる。
カムチャツカ、サハリン州にも入れるようになる」とガルシカ大臣は説明した。
  「日本、中国、シンガポール等18カ国の国民はインターネット上で電子ビザの手
続きをすることができる。領事部を訪れて、面接に通過するかどうかの心配をする
必要はない。4日前にロシア外務省の専用サイトの申請書に記入し、写真を添えて、
文書提出のボタンをクリックすればよい。3日以内に回答されることになっている」
とガルシカ大臣は念を押した。
  簡易ビザ制度を利用できるのは、ブルネイ、インド、中国、北朝鮮、メキシコ、
シンガポール、日本、アルジェリア、バーレーン、イラン、カタール、クウェート、
モロッコ、UAE、オマーン、サウジアラビア、チュニス、トルコの国民だ。これら
の外国人がビザを取得するには、ロシア外務省のウェブサイトのアンケート用紙に
記入しなければならない。審査を通過すれば、ビザはロシア国境で直接発給される
ことになる。このビザは、手続きから30日間有効になる。電子ビザは無料で発給さ
れる。（極東開発省8月1日）
  （訳注）この電子ビザでの滞在期間は入国日から最大8日間。
          ロシア連邦外務省の専用サイト：https://electronic-visa.kdmid.ru/

  ◇  電子ビザの申請受け付けは8月8日から  ◇

  自由港制度が施行されているロシア極東の地域に入るための電子ビザ取得申請の
受付は8月8日から外務省の専用サイトで始まる。
  「我々はウラジオストク自由港訪問のための電子ビザ手続きのテストを始めた。
申請書の提出は8月8日に始まる」とロシア連邦外務省領事部サイトには記されてい
る。（インターファクス8月2日）
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  ◇  瀋陽自由貿易区効果で日常消費品の輸入量が激増  ◇

  自由貿易試験区の吸引力・けん引力の効果により、今年に入って瀋陽総合保税区
の日常消費品の輸入量が激増している。7月20日までに、監視・監督された輸入日
常消費品は152.66トンで、昨年1年間の輸入量の3.5倍、金額ベースで162.3万元と
なった。商業・貿易の飛躍的な成長により、瀋陽は上海の外高橋保税区の経験に学
び、遼寧自由貿易試験区・瀋陽区域に輸入商品展示センターを建設し、輸入商品の
国別展示館を設置して、消費者に「家の入口」で品質保証された「最新」輸入品を
選択・購入することができるようにするという。
  瀋陽総合保税区は2011年9月に国務院の承認を受け、従来の瀋陽輸出加工区、瀋
陽（張士）輸出加工区を基礎に、それらを統合して建設されたもので、遼中・渾南
ゾーンに分かれている。そのうち渾南ゾーンは遼寧自由貿易試験区の瀋陽区域から
わずか6キロにあり、以前から輸出加工機能に重点を置き、加工貿易型企業を集中
させている。遼寧自由貿易試験区が承認された後、瀋陽総保区渾南ゾーンの立地・
交通・産業などの有利な条件が急速に突出してきた。（遼寧日報7月25日）

  ◇  吉林省、今年上半期の対韓国貿易が急増  ◇

  税関統計データによると、2017年上半期、吉林省の対韓国輸出入総額は28.2億元、
前年同期比36.3％の伸びとなり、その内、輸出額が18.5億元、前年同期比33.7％増、
輸入額が9.7億元、前年同期比41.6％増となった。
  一般貿易、加工貿易ともに急増した。一般貿易の対韓国輸出入額は21.3億元、前
年同期比39.2％増、対韓国貿易総額の75.5％を占めている。加工貿易の輸出入額は
5.3億元、前年同期比33.2%増となった。また、外資企業と私営企業の輸出入がそれ
ぞれ3割以上を占め、外資企業の輸出入額は11.7億元、前年同期比34％増、対韓国
輸出入総額の41.3％を占めている。私営企業の輸出入額は9.6億元で4.3％増、34％
を占めている。国有企業の輸出入額は6.9億元、1.5倍増となり、24.4％を占めてい
る。
  機械電子製品の輸入が5割以上を占め、鉄鋼の輸入量が著しく増加している。機
械電子製品の輸入額は5.2億元、前年同期比46.6％増、対韓国輸入総額の53.7％を
占めている。そのうち、自動車部品の輸入額が4380万元で51.2％増、ハイテク製品
（一部は機械電子製品と重なる）の輸入額は1.6億元で倍増し、農産品の輸入額は
2180万元、26.9％増加だった。鉄鋼の輸入額は2.6億元、1.2倍増となった。
  農産品の輸出は穏やかな増加傾向にあり、鉄鋼の輸出は前年同期の8倍以上となっ
た。対韓国の農産品輸出額は9.6億元、21.2％増、対韓国輸出総額の52％を占めて
いる。そのうち、水産・海産品の輸出額が2.8億元で45.2％増、食糧の輸出額が1.8
億元で26.3％増、野菜の輸出額が7843万元で3.5％増加だった。機械電子製品の輸
出額は1.9億元、16％増加で、その内、自動車部品の輸出額が4049万元、前年同期
比12.5％の伸びとなった。鉄鋼の輸出額は2.8億元、8.6倍増となった。
（吉林日報7月26日）

  ◇  東北最大の高齢者福祉PPPプロジェクト調印  ◇

  ここ数年、遼寧省コルチン左翼モンゴル族自治県はPPP改革と高齢者福祉サービ
ス事業の発展を特に重視して、財政資金を投入してメカニズムや調整によって事業
を開始し、積極的に公共高齢者福祉および医療設備の条件を改善している。先頃、
馨豊高齢者アパートプロジェクトおよび南山生態養老センターのPPPプロジェクト
が正式に調印され、実施されることになった。
  このプロジェクトの総投資額は7.8億元、遼寧省朝陽市における初めての国家レ
ベルのPPPモデルプロジェクトで、東北3省でも最大規模の高齢者福祉PPPモデルプ
ロジェクトだ。同プロジェクトはコルチン左翼モンゴル族自治県政府の承認を得て、
県民政局と遼寧楽怡生態医療養老有限公司が連携して実施する。プロジェクトが完
成すると、省内の高齢者福祉サービスの需給バランス改善に役立つだけでなく、遼
西地域の1000人近い就業問題を解決し、どのようにPPP改革を利用して経済発展を
もたらすかという模索や、公共サービスの質と効果の向上、人々の幸福感の増進、
新産業・新モデル・新業態の模索に、良好な模範とけん引力の役割を果たすことに
なるだろう。（遼寧日報7月27日）

  ◇  ハルビン駅北駅舎、まもなく供用開始  ◇

  29日、ハルビン駅改装工事の建設現場を取材したところ、ハルビン駅の第1期改
装工事、北ゾーンの施工部分はすでに85％完成し、いま全面的に最終段階に入って
いる。北ゾーンにおける北駅舎、高架待合室の主要な工事は基本的に完成している。
自然な曲線で型取られたクリーム色の石材レリーフは、旧駅舎改築で採用されたヨー
ロッパのアールヌーボー様式の美しさを表している。
  ハルビン駅改築工事は北・南ゾーンの2期に分けられる。北ゾーンの施工は主に
北駅舎・高架待合室・プラットホームなど。旧駅舎に比べ、新しく建設される駅舎
は外観上100年前の歴史的な雰囲気になり、機能的には現代化した高速鉄道駅が備
えるすべての要素があり、将来の市民の便利で快適な外出条件を満たすことができ
る。ハルビン北駅舎は地下1階、地上3階の設計で、地下1階は人とタクシーの出入
口、地上1階はプラットホーム、2階は高架待合室、3階は商業施設と設備室となっ
ている。
  北駅舎はまもなく供用開始される。現在運行している鉄道路線はすべて北ゾーン
に引き込まれ、南ゾーンの工事が便利なようにする。改築工事がすべて完成すれば、
ハルビン駅舎新築工事の総面積は7万3624平方メートル、旧駅の2倍以上となり、毎
日ピーク時には1.5万人を同時に収容できる。7つのプラットホームには13路線が入
る。建設中の哈佳（ハルビン−ジャムス）鉄道、哈牡（ハルビン−牡丹江）旅客専
用線、すでに完成した哈斉（ハルビン−チチハル）高速鉄道も新ハルビン駅に乗り
入れることになる。（黒龍江日報7月30日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  EUが駐モンゴル代表部を開設する  ◇

  フェデリカ・モゲリーニ欧州委員会副委員長兼欧州連合外務・安全保障政策上級
代表の決定に従い、EUはモンゴルに代表部を開設することを決定した。ジャン＝ク
ロード・ユンケル欧州委員会委員長は、「EUは、中国とロシアに挟まれ、EUにとっ
て戦略上重要な民主主義国のモンゴルに、外交代表部を開設することを約束する。
モンゴルにおける著しい進歩と国の発展は、EUの最も温かい讃辞に値し、EUが常駐
するにふさわしい」と述べた。
  モゲリーニ上級代表は、「モンゴルは、ユニークな戦略地政学的位置にある複雑
な地域で重要な役割を演じている。このEU代表部は、EUとモンゴルの関係の強化と
同国民への義務を踏まえた、EUの投資である。我々は間もなく、新しい連携協力協
定書にも署名する。それは、EUが双方の緊密な関係の拡充を重視していることを、
再度示すものである」とコメントしている。
  在ウランバートル欧州連合代表部開設の決定は、EUとモンゴルの関係拡充におけ
る大いなる進歩であり、双方が自らの政治対話と協力を活発化させ、今後の連携強
化の道を開くことを可能にすることだろう。（MONTSAME 7月26日）

  ◇  ウランバートルでも外国企業の株式が買える  ◇

  金融規制委員会は自らの会合で、モンゴル証券取引所への上場を希望する外国企
業が登録されている証券取引所のリストを承認した。
  その結果、外国企業は、取引に参加して預託証券を発行するために、モンゴル証
券取引所に追加登録される機会を得る。モンゴル証券取引所は、外国企業にとって
証券取引がオープンで分かりやすくなるよう、外国債券の登記の規則を定め、修正
を行った。証券取引所をリストアップする過程で、MSCI指数とFTSE指数が考慮に入
れられた。さらに、リスト作成の際、国内ブローカー会社の意見も取り入れられた。
（MONTSAME 7月27日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  富山で日ロ政府間委が分科会　地域交流の深化確認（北日本新聞7月25日）

  ◇  中華航空　富山−台北便、冬も週4便（北日本新聞7月25日）

  ◇  苫小牧港ハブ化前向き　北極海航路、中国海運幹部が視察
                                     （北海道新聞7月26日）
  https://www.hokkaido-np.co.jp/article/121584

  ◇  道産野菜、香港に空輸　札幌、芽室で集荷（北海道新聞7月26日）
  https://www.hokkaido-np.co.jp/article/121368

  ◇  外国人宿泊数、本県1.7％増　伸び率、隣県より低く（新潟日報7月27日）
  http://www.niigata-nippo.co.jp/news/national/20170727337340.html

  ◇  道産食品、香港へ小口輸送　北海運輸が再開、船で冷凍品
                                      （北海道新聞7月28日）
  https://www.hokkaido-np.co.jp/article/122049

  ◇  韓国への誘客に協力　本県でおもてなし習得へ（新潟日報7月29日）

  ◇  道と中国・清華大、協定へ覚書　食、医療で交流を（北海道新聞7月30日）

  ◇  外国人在住者に生活情報　出雲の多言語マップ作成へ30人協議
                                        （山陰中央新報7月30日）
  http://www.sanin-chuo.co.jp/www/contents/1501377127142/

  ◇  県産米輸出1.8倍2578トン　アジアで日本食店競合（新潟日報7月31日）
  http://www.niigata-nippo.co.jp/news/national/20170731338006.html

  ◇  食塩使わず極上だし　健康志向、アジア販路開拓も（福井新聞8月2日）

  ◇  青森・ソウル線　10月から週5便（東奥日報8月4日）
  http://www.toonippo.co.jp/news_too/nto2017/20170804027527.asp

  ◇  酒田税関管内17年上半期　輸出、12年ぶり輸入上回る（山形新聞8月4日）
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　◇◇  東京大学GSDM・ERINA主催セミナー
      「北東アジアにおける経済見通しと経済協力の可能性」を開催します。

　　○日時　2017年9月14日（木）　14：15〜17：00
　　○会場　福武ラーニングシアター（東京都文京区本郷7-3-1）
　　　　　　（東京大学本郷キャンパス内　情報学還・福武ホール）　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130202/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

　◇◇  外務省主催セミナー
     　「自由貿易の意義とEPAの役割
             〜中小企業の海外販路開拓と地域振興のために〜」
       （共催：ERINAほか）を開催します。

　　○日時　2017年8月29日（火）　14：00〜17：00
　　○会場　ANAクラウンプラザホテル新潟3階「飛翔の間」（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130151/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成29年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.316(20170811) 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

  ◇　ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
　　　http://archive.mag2.com/0000143721/index.html

  ◇　登録・解除　
　　　http://www.erina.or.jp/publications/mailmag/

  ◇　ERINA ホームページ    http://www.erina.or.jp/　

  ◇　ご意見・お問合せ　　　e-mail：info-m@erina.or.jp

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
【編集】　　　公益財団法人環日本海経済研究所（ERINA）
【編集長】　　企画・広報部長　中村俊彦
【担当】　　　企画・広報部　新保史恵

Copyright(C)2004-2017 Economic Research Institute for Northeast Asia (ERINA)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無断転載を禁じます。
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◎このメルマガに返信すると発行者さんにメッセージを届けられます
※発行者さんに届く内容は、メッセージ、メールアドレスです

◎ERINAのメルマガ　北東アジアウォッチ
  のバックナンバーはこちら
⇒ http://archives.mag2.com/0000143721/index.html?l=ypk1534e17

◎ERINAのメルマガ　北東アジアウォッチ
  の配信停止はこちら
⇒ http://www.mag2.com/m/0000143721.html?l=ypk1534e17



